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Ａ．研究目的 

令和5年度よりPre-CC OSCE（臨床実習
前OSCE）は医師法に基づいて実施される
試験となり（公的化）、厚生労働省で定め
た共用試験要綱に基づいて、公益社団法
人医療系大学間共用試験実施評価機構が
作成した実施要項に則り、統一した運営
や到達判定基準で運用されている。臨床
実習前OSCEと同様に、将来的に臨床実習
後OSCEを全国統一した基準で運用する場
合（いわゆる“公的化”を想定）、その問
題点を把握する必要がある。令和4年度ま
では、機構派遣監督者や外部評価者の報
告書をもとに課題の抽出を行ってきたが、
令和5年度は、実施大学の現状を把握する
ことを目的に全国調査を行った。 
 

Ｂ．研究方法 
令和5年10月に全国医学部を対象にア

ンケート調査を行った。 
（倫理面への配慮） 
・本研究においては、個人や組織を直ちに
識別出来ない形で各種データを解析するた
め、文書による説明・同意取得等は行わな
い。 
・本研究の成果は研究報告書として公開さ
れるが、個人や組織が特定されることがな
いよう、十分に配慮する。 
 
Ｃ．研究結果 
アンケート調査回答期限内に76大学よ

り回答があった。 
まず、臨床実習後OSCEの公的化に関し

ては、74％の大学が必要と回答した。公的
化OSCEは、OSCEセンターで実施されるべ
きと回答している大学が最も多い（62大
学）一方で、自大学で公的化OSCEが実施で
きるかという質問に、25％の大学が可能、
47％の大学が人的・経済的サポートがあ
れば可能と回答した。各大学で実施する
場合、試験環境が大学毎に異なる事に関
しては、一定の基準を満たしているので
あれば許容できるとの回答が83％であっ
た。 
評価者の募集に関しては、全員を外部

評価者とした場合、どのように募集する
のが良いかという質問に、「全国の医学部
から可能な限り均等に負担する」という
回答が最も多く（43％）、次に「専任の評
価者を雇用する」（34％）が多かった。ま
た新規の認定評価者に対しては、約半数
がOn-the-Job Trainingが必要と回答し
ていた。 
医療面接模擬患者の募集に関しては、

「専任の模擬患者を雇用する」との回答
が最も多く（42％）、次に「全国の模擬患
者団体から募集する」が多かった（26％）。
身体診察模擬患者は、一般模擬患者（28大
学）や医学生（26大学）、教員（26大学）
や事務職員（25大学）が担当していること
が多かった（複数回答可）。今後、医学生
が身体診察模擬患者を担当できなくなっ
た場合、その代わりをだれに依頼するか
は、22の大学が「目途がたっていない」と
回答した。また、医療面接模擬患者のうち、
身体診察模擬患者を担当できる人数は、5
名以下が50％と最も多かった。 

 
研究要旨  
 
Post-CC OSCE（臨床実習後OSCE）の今後の公的化あるいは国家試験化を目指すにあ
たり、試験室、評価者、模擬患者などの各大学のリソースの現状を調査した。また
、今後の臨床実習後OSCEのあり方や、公的化試験・国家試験としての実施する際の
課題や問題点に関する意見収集を目的として、全大学を対象に調査を行った。多く
の大学において臨床実習後OSCEの公的化は必要と考えているが、その実施にあた
り、様々なサポートが必要であることが分かった。評価者や模擬患者は、専任を雇
用するという意見が多いが、その運用については様々な課題を残していると考え
る。 
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試験日に関しては、公的化試験の場合
は、58％の大学が別日程で良いと回答し
たが、国家試験化された場合については、
26％であった。実施される課題は、公的化
の場合は、54％が別課題で良いと回答し
たが、国家試験化の場合は、26％であった。 
 
Ｄ．考察 
多くの大学にて臨床実習後OSCEの公的

化は必要と考えているが、その実施にあ
たり、様々なサポートが必要であること
が分かった。評価者や模擬患者は、専任を
雇用するという意見が多いが、その運用
については様々な課題を残していると考
える。公的化試験と国家試験では、実施日
や実施される課題について、望まれる形
式が異なることがわかった。 
 
Ｅ．結論 
臨床実習後OSCEの公的化試験は必要と

いう意見もあるが、評価者や模擬患者、試
験実施場所など、様々な課題がある。 
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